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【序論】 

 骨粗鬆症は、低骨量と骨組織の微小構造の破綻によって特徴づけられる疾患であり、骨の脆

弱性亢進と骨折危険率の増大に結びつく疾患であると定義されている[1]。骨粗鬆症による脊椎

椎体骨折や大腿骨近位部骨折は、生命予後や機能予後に大きな影響を与えることが知られてい

る[6-12]。特に、大腿骨近位部骨折は、骨折後の歩行障害の割合や要介護率が極めて高く[10-12]、

機能的予後は極めて不良である。従って、高齢者の自立した生活を支援し QOLを維持・向上さ

せるためには、骨粗鬆症による大腿骨近位部骨折の治療を如何に行うかではなく、如何に予防

するかに視点を変えるべきであろうと考えられる。 

 大腿骨近位部骨折の発生数および発生率は、女性が男性よりも高く、さらに年齢が上がるほ

ど上昇する[18,19]。さらに、日本国内での骨折発生数は、過去 15 年間増加し続けている 

[18,19,21]。高齢者が増加している我が国において[31,32]、大腿骨近位部骨折の発生数の増加

は看過することのできない問題である。 

大腿骨近位部骨折の危険因子としては、骨密度低下、女性、年齢（65 歳以上）、喫煙、過度

のアルコール摂取、遺伝、低 body mass index(BMI)、椎体骨折の既往、さらに転倒や運動機能

の低下などの多くの因子が挙げられている[3,34,35,36,37]。年齢、性別、遺伝、喫煙やアルコ

ールなどの過去の生活習慣などは不可逆的なものである。一方、骨密度や転倒、運動機能の低

下については、運動療法などにより改善可能な可逆的な因子であると考えられる。従って、骨

折の危険性が高い 65歳以上の高齢女性に対して、“骨密度の維持・向上”、“運動機能の改善”、

“転倒予防”を図ることが有効な戦略になりうると考えられる。 

高齢女性における、転倒予防、骨強度の維持・向上、運動機能の改善に対して運動療法が有

効であることは種々の無作為化比較対照試験（Randomized controlled trail: RCT）により実

証されている[43-56]。一方で、転倒予防や運動機能の改善、骨強度の向上を目的とした研究で

は、マシンを用いたトレーニング[48,49,56]や中央開催型のグループエクササイズ

[48,50,52,53,55,56]が多く採用されている。しかし、これらの手法に対して地域における実行

可能性を疑問視する意見もある[58]。大腿骨近位部骨折の予防では、骨折率の高い高齢女性に

対して幅広く介入を行うことが必要であると思われる。従って、多くの対象者への介入方法と

して、日常生活の中で自宅でも実施可能な、非監視型のホームエクササイズが有用ではないか

と考えられる。しかし、ホームエクササイズは、グループエクササイズよりも運動の実施率が

低くなり易く[60]、またグループエクササイズよりも効果が小さい可能性が示唆されている

[61]。一方で、ホームエクササイズは、グループエクササイズなどの補助的役割とされている

ことが多く[51,52,53,55,56]、ホームエクササイズ単独での介入に関して、RCT により効果を

検証している先行研究は少なく、その効果における十分な根拠は得られていない。 

 

【高齢女性における既存椎体骨折の有無と身体機能に関する研究】 

（理学療法学 34(1)：10-15,2007） 

背景と目的 

高齢女性における椎体骨折が身体機能に与える影響を検討することは、椎体骨折を有する高

齢者における、大腿骨近位部骨折を予防するための有用な情報になりうると考えられる。本研

究の目的は、高齢女性における椎体骨折の有無による、身体機能への影響を検討し、椎体骨折を有
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する高齢者における大腿骨近位部骨折の予防法を考えるための情報を得ることである。 

 

対象と方法 

対象は、原発性骨粗鬆症と診断され、骨粗鬆症に対する薬物療法を施行されていた、歩行可

能な 60歳以上の女性患者 35名であった。 

椎体骨折は、胸椎および腰椎の２方向単純レントゲン写真より、日本骨代謝学会の診断基準[66]に

従って判定した。対象者の人体計測学的データとしては、身長、体重、骨密度（Bone Mineral 

Density：BMD）を測定した。BMD の測定は、二重Ｘ線吸収法により、右踵骨の骨密度を測定した。運

動機能の評価としては、膝伸展筋力、握力、最大歩行速度、Timed UP & Go test (TUGT)[67]を測定

した。生活能力の評価としては老研式活動能力指標[69]を用いた。次に、転倒に関する評価としては、

過去 1 年間における転倒歴の有無を対象者より面接法にて後ろ向きに調査し、さらに転倒に対する恐

怖感の有無を Modified Fall Efficacy Scale (MFES)[70]を用いて評価した。  

  解析は、単純レントゲン写真による椎体骨折の有無によって、椎体骨折を有する患者群（以下、骨

折群）と有さない患者群（以下、非骨折群）に分類し、両群の基礎的データ、運動機能および生活能

力、転倒率の差を統計的に解析した。なお、有意水準は 5％未満とした。 

 

結果 

35 例中 16 例に椎体骨折を認めた（45.7%）。受傷機転の明らかな椎体骨折は 16 例中 3 例（18.8％）

で、3例とも転倒による受傷であった。骨折群と非骨折群において、年齢、身長、体重、BMDに有意差

は認められなかった。運動機能については、骨折群では非骨折群と比較して、最大歩行速度に有意

な低下を認めた（p<0.05）。さらに、骨折群では老研式活動能力指標の総得点と下位項目の知的能動

性において有意な低下が認められた(p<0.05)。受傷機転の明らかな椎体骨折 3 例を除外した骨折群

13 例（無症候性骨折群）と非骨折群との比較においても、無症候性骨折群では老研式活動能力指標

および知的能動性が有意に低下していた(p<0.05)。転倒歴に関しては、骨折群は非骨折群よりも有意

に転倒率が高いことが認められた。 

 

考察 

本研究の結果から、椎体骨折を有する高齢女性では、椎体骨折を有さない高齢女性と比較して、

最大歩行速度や生活能力が低下し、さらに転倒率が高いことが認められた。高齢者における歩行速

度の低下は、ADL や IADL 障害、転倒、大腿骨近位部骨折の危険因子となりうる[41,63-65]。椎体骨

折の存在自体が大腿骨近位部骨折の危険因子になることはすでに述べたが、今回の結果から椎体

骨折は歩行速度の低下を介して、骨折の危険性を更に高めている可能もあると考えられた。また、骨

折群においては、知的能動性が低下していることが認められた。知的能動性の低下は、IADL 障害の

危険因子であることが示唆されており[71]、高齢骨粗鬆症患者における椎体骨折は、IADL 能力の障

害を引き起こす危険因子にもなりうると考えられた。さらに、無症候性の骨折群においても知的能動性

は低下しており、歩行速度よりも椎体骨折の影響が大きいと考えられ、高齢骨粗鬆症患者の自立生活

を阻害する危険因子として、看過できないものである可能性が示唆された。 

 転倒については、骨折群の転倒率が高いことが示された。考えられる理由として、第一は無症候性

の椎体骨折も原因の多くが転倒によって発生している可能性である。第二は、本研究の結果からも、

椎体骨折を有する患者では、身体機能が虚弱化しており、転倒しやすくなっている可能性である[73]。
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いずれにせよ、過去の転倒歴を有する場合は、再転倒の可能性は高く[65]、椎体骨折を有する骨粗

鬆症患者では、新たな骨折を発生させる危険が高いことが示唆され、転倒予防の必要性が高いと考

えられた。  

 

【地域在住高齢女性における非監視型ホームエクササイズの効果に関する研究】 

(Journal of Physiological Anthropology 28(3):115-122, 2009) 

背景と目的 

ホームエクササイズは日常生活の中で行うことが可能であり、多くの対象者への介入や長期

間にわたる運動継続が期待できる。しかし、ホームエクササイズ単独での効果に関しては充分

に検証されていないのが現状である。本研究の目的は、ホームエクササイズの有効性を検討す

るため、地域在住高齢者を対象にホームエクササイズを実施し、運動機能、転倒、骨強度に対

する効果を RCT によって検証することを目的とした。 

 

対象と方法 

対象は、シルバー人材センターに登録されている地域在住女性より、採用基準を満たす対象

者を 60名募集した。採用基準および除外基準を確認した後、選定した対象者をホームエクササ

イズ群と対照群の 2群へ無作為に振り分けた。なお、本研究の実施に際し、全被験者に対して

書面にて同意を得た。また研究の手順に関しては倫理委員会の承認を得た。 

 

介入内容 

 ホームエクササイズ群に対しては、運動プログラムの実施前に、教育プログラムと運動プロ

グラムの指導を行った。教育プログラムは、スライドを用いた講義形式で実施した。運動プロ

グラムは、ストレッチ、下肢筋力トレーニング、バランストレーニング、骨への衝撃トレーニ

ングで構成されるプログラムとした。ストレッチは、ウォームアップおよびクールダウンの目

的で指導した。下肢筋力トレーニングについては、ゴムバンドおよび自重を用いた筋力増強ト

レーニングを 4種目指導した。バランストレーニングに関しては、立位姿勢でのステッピング

運動を指導した。骨への衝撃トレーニングとしては、ヒールドロップトレーニングを指導した。 

ホームエクササイズの実施頻度は少なくとも週 3回は実施するよう指導し、実施期間は 6ヶ

月間とした。運動プログラムの実施は、自主トレーニング（完全非監視下）で行うこととし、

対象者の自宅内で実施させた。運動実施状況の確認については、対象者に記録表を渡した。さ

らに対象者に対しては、1 ヶ月に 1 回手紙または電話にて連絡を取った。対照群に割り付けた

対象者に対しては、通常通りの日常生活活動を維持させることとした。 

 

測定項目 

 全対象者に対して、6 ヶ月間のホームエクササイズ実施前後で、運動機能、転倒、骨強度、

さらに生活機能に関する測定を行った。なお、測定に関しては盲検化評価とした。運動能力の

評価項目として、握力、膝関節伸展筋力、呼吸筋筋力[87] 、長座位体前屈、開眼片脚立ち保持

時間、10m 歩行時間、TUGT、全身反応時間を測定した。転倒に関連する評価として、介入前 6

ヶ月間および介入期間中 6 ヶ月間における転倒の有無と総転倒回数を評価した。さらに、

MFES[70]を用いて転倒恐怖感を評価した。骨密度の評価には、超音波骨密度測定装置を用いて、
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踵骨の超音波伝播速度（speed of sound：SOS）を計測した。生活機能としては、老研式活動

能力指標 [69]を用いて評価した。 

 

統計解析 

 介入後の運動機能、MFES、SOS、老研指揮活動能力指標における、ホームエクササイズ群と対

照群の群間比較には、年齢および介入前の各測定値を共変量とする、共分散分析（analysis of 

covariance：ANCOVA）を用いた。また、ホームエクササイズ群と対照群の転倒率の比較には、

Fisher の直接確率法を用いて解析し、総転倒回数の比較には、χ２適合度検定を用いて解析し

た。有意水準は 5％未満とした。 

 

結果 

 採用基準および除外基準を確認後、57名を無作為に 2群に振り分け、28名をホームエクサ

サイズ群、29名を対照群とした。6ヵ月後の評価の際にホームエクササイズ群から 5名、対照

群から 2名の脱落があり、ホームエクササイズ群 23人、対照群 27人を解析対象とした。なお、

脱落率における両群間の差に関して、統計的有意差は認められなかった。 

ホームエクササイズ実施前の、ホームエクササイズ群および対照群の基本属性、運動機能、転

倒恐怖感（MES）、骨強度（SOS）、老研式活動能力指標、転倒率、総転倒回数に関しては、ホー

ムエクササイズ群と対照群の間で統計的有意差は認められなかった。 

ホームエクササイズ群において、6 ヶ月間指導どおり週 3 回以上の運動実施を固守できた対

象者は、23 人中 19 人（82.6％）であった。なお、運動プログラムの実施に起因する有害事象

はなかった。 

ホームエクササイズ群と対照群における両群間の 6ヵ月後の運動機能を比較すると、ホーム

エクササイズ群の TUGT の時間は、対照群の TUGT の時間よりも有意に短縮していることが認め

られた（P<0.05）。転倒に関連する評価に関しては、対照群ではホームエクササイズ群よりも介

入後の総転倒回数が有意に多いことが認められた（P<0.05）。 

 

考察  

本研究における完全非監視型のホームエクササイズにより、TUGT が有意に改善し、さらに転

倒回数の抑制に効果が認められた。TUGT は、高齢者の運動機能や生活機能を反映する包括的な

指標であると考えられる[67,68,93,94,109]。従って、TUGT に改善が認められたことは、非監

視型のホームエクササイズにより、地域高齢者の運動機能の向上や転倒予防、活動性の向上が

期待できる可能性があると考えられた。また、総転倒回数に関しても統計的有意差が認められ、

本研究の非監視型ホームエクササイズが、転倒予防に対して有益な効果をもっている可能性が

示唆された。高齢者に対するホームエクササイズの効果に関しては、いくつかの先行研究が報

告されている[111-113]。しかしながら、先行研究では一部監視型で実施されている。完全非監

視型でのホームエクササイズの実施については、中年者を対象とした介入研究はあるが[114]、

高齢者を対象とした研究はない。従って、本研究の結果によって、高齢者に対する完全非監視

型ホームエクササイズが、運動機能に有益な効果をもたらすことを示すことができたと考えた。 

本研究で実施した非監視型のホームエクササイズプログラムの運動実施率は良好であった。

その要因として、対象者と電話や手紙を用いて定期的に連絡を取り、意欲の持続を図ったこと
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が有益だったと推測された[114]。さらに、運動プログラムを開始する前の教育プログラムも有

益な影響を与えた可能性が示唆されたが[61]、本研究のデータからは充分に言及することはで

きず、慎重な解釈が必要である。 

本研究には、対象者の選定や長期効果などに関して研究の限界がある。従って、本研究のプ

ログラムを地域へ応用した際に、本研究と同様の効果が得られるかは現段階では明らかにはで

きない。 

 

【地域在住高齢女性における非監視型ホームエクササイズの長期効果に関する研究】 

背景と目的 

ホームエクササイズでは、グループエクササイズと比べて、期間が長くなると運動実施率が

低くなり易い可能性がある[55-57,111,121]。運動実施率の低下は、運動によって得られた効果

に影響を及ぼすことが想定される。そこで、前章の研究における介入期間終了後の、運動機能、

転倒率、総転倒回数、骨強度および運動プログラムの実施率の変化を追跡調査することで、長

期効果を検討し、非監視型ホームエクササイズの実施可能性を検証した。 

 

対象と方法        

前章の研究に参加し、介入 6ヶ月後の効果判定のための評価を施行することが可能であった

50名（ホームエクササイズ群 23名、対照群 27名）の地域在住高齢女性を対象とした。 

ホームエクササイズ群に対して、運動プログラムの実施頻度を調査するため、介入期間中と

同様の記録表を送付し記録するよう指導した。記録表は 1ヶ月毎に郵送するよう指導した。追

跡調査後の測定は、6 ヶ月間の介入終了から 6 ヵ月後に実施した。測定項目は、介入前および

介入終了後と同様の項目を実施した。追跡調査後の測定は、介入前および介入終了後と同一の

測定者が行い、さらに盲検化評価により測定を実施した。 

非監視型ホームエクササイズの長期効果を検討するため、介入前、介入後、追跡調査終了の

3期間における運動機能、MFES、SOS、老研指揮活動能力指標の、ホームエクササイズ群と対照

群の群間比較を、年齢、および介入前の各測定値を共変量とする、ANCOVA を用いて解析した。

また、追跡調査終了後におけるホームエクササイズ群と対照群の、転倒率、総転倒回数の比較

には、Fisher の直接確率法、χ２適合度検定をそれぞれ用いた。なお、有意水準は 5％未満と

した。 

 

結果 

6 ヶ月間の追跡調査を実施した結果、ホームエクササイズ群より 3 名、対照群より 4 名が追

跡不能となり調査から脱落した。従って、追跡調査における解析対象は、ホームエクササイズ

群 20名、対照群の 23名の計 43名とした。なお、追跡調査後の脱落率における両群間の差に関

して、統計的有意差は認められなかった。 

 ホームエクササイズ群において、週 3 回以上の運動実施を固守できた対象者は 20 人中 8 人

（40.0％）であった。なお、追跡期間中の運動プログラムの実施に起因する有害事象は認めら

れなかった。 

介入前、介入後、追跡調査後の 3期間における、ホームエクササイズ群と対照群の運動機能

を比較した結果、追跡調査後においても、ホームエクササイズ群は対照群よりも有意に TUGT
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が速いことが示された（P<0.05）。一方、両群間における転倒率および総転倒回数に、統計的有

意差は認められなかった。 

 

考察 

 追跡調査期間における運動プログラムの実施率に関して、6 ヶ月間の介入期間における運動

実施率と比較して、約半分程度の実施率となった。この結果は、半監視型のホームエクササイ

ズとは同程度の実施率であるが[111,121]、介入期間が 1年以上のグループエクササイズと比較

すると低い傾向にある [55-57,123]。つまり、ホームエクササイズでは、実施期間が長くなる

と、運動の継続率の観点ではグループエクササイズよりも不利な面があると考えられた。ホー

ムエクササイズでは、長期間の運動継続を促すための戦略が今後の課題であると考えられた。

一方、運動機能に対する長期効果としては、TUGT においてホームエクササイズ群は対照群より

も改善した状態を維持していた。従って、ホームエクササイズによる運動の効果は、介入直後

の短期的な効果に留まらず、長期効果も有すると考えられた。 

転倒に関しては、ホームエクササイズ群と対照群との間に統計的な差を認めることができな

かった。この結果に対しては、サンプル数、評価期間の季節[125]、また体力測定などの調査を

実施したこと自体が転倒予防に対する介入効果となった可能性[118,123]などが影響したと考

えられた。 

本研究の限界として、TUGT の改善における実質的な意味や骨折予防効果について検証するこ

とが困難な部分を含んでいることは否定できない。 

 

【総合考察】 

 本論文の「高齢女性における既存椎体骨折の有無と身体機能に関する研究」において、脊椎

骨折を有する高齢女性において、運動能力や生活機能の維持が重要であることを示した。運動

能力の向上には運動療法が有効であるが、運動療法は転倒予防や骨密度の向上にも有益である

[43-55]。運動療法の実施方法としては、マシントレーニングやグループエクササイズなどが行

われている[48-57]。マシントレーニングやグループエクササイズには、運動実施率を維持しや

すい、効果を導き易いなどの利点があると考えられる。しかし、これらの方法の欠点として、

運動を実施できる対象者数が限定されやすい[58]、プログラム終了後の運動継続が困難である、

などの点がある。一方で、非監視型ホームエクササイズは、自宅で自主的に実施するため、長

期間にわたり運動が継続できる利点を有する。一方で、実施率が低くなり易い[61]、運動効果

が得られにくいなどが欠点として考えられる｡ 

 本論文では、「地域在住高齢女性における非監視型ホームエクササイズの効果に関する研究」

および「地域在住高齢女性における非監視型ホームエクササイズの長期効果に関する研究」に

おいて、運動指導者の非監視下でのホームエクササイズの実施可能性と効果を検証し、ホーム

エクササイズであっても運動実施率を維持することができる可能性を示した。また、効果に関

しても高齢女性の包括的動作能力に対して、介入直後の短期効果と長期効果を有することを示

すことができた。これは、ホームエクササイズであっても、運動の実施は可能であり、運動に

よる効果を得ることも可能であることを示すことができたと考えている。 

 ホームエクササイズには、安全性の観点からも有用性があると考えられる。例えば、マシン

を用いた高負荷でのトレーニングでは、脱落や痛みなどの有害事象が起こり易い可能性がある
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[139]。従って、地域に広く適応するためには安全性の観点から疑問があるとも考えられる。一

方、本論文における非監視型ホームエクササイズでは、有害事象やトレーニング内容の変更を

余儀なくされた対象者は認められなかった。さらにトレーニングの負荷に適応できず継続でき

なかった対象者も認められなかった。本論文におけるホームエクササイズのプログラムは、高

負荷のトレーニングではないため安全性も高いと思われる。非監視型ホームエクササイズは、

運動プログラムの実施による運動機能や転倒への効果、指導者などの人的資源や運動実施の場

所の制約、さらに安全性など、多面的な観点から考慮すると、監視型のトレーニングやマシン

による高負荷のトレーニングよりも、地域で実行可能な手段として有用であると考えられた。 

本邦において増加している高齢者の骨折予防は火急の課題であるが、骨折予防戦略に関して

は充分に構築されたとは言い難い。有効な骨折予防戦略は、薬物療法、栄養指導、住民への啓

発・教育活動、そして運動療法と多角的側面からアプローチが必要であろうと思われる。骨折

予防における運動療法からの側面に関しては、本研究によって得られた結果を反映させること

ができるようさらに研究を発展させていくことが、今後の課せられた課題であると考えている。 
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